
令和８年度特定施設入居者生活介護事業概要の記入要領
　以下の説明文の冒頭の番号・符号は、「令和８年度特定施設入居者生活介護事業概要」の用紙の項目番号・符号に対応しています。
  なお、記入に当たっては、原則的に令和８年４月１日現在の現況で記入していただき、１年間の実績等を記入する場合には令和７年４月１日～令和８年３月３１日の１年間で記入してください。
  また、可能な限り、関係行政機関への申請書・届出書の控え、関係事業者との契約書等の書面の記載、その他の業務記録等を御確認のうえ、正確に記入してください。
　なお、介護予防特定施設入居者生活介護事業の指定を併せて受け、かつ、事業が一体的に運営されている場合には、基本的に介護予防特定施設入居者生活介護事業を含んだ一体的なものと考えて記入してください。
１  事業所の概要
　(１)  名称：特定施設入居者生活介護事業所の正式な名称(指定居宅サービス事業所指定申請書に記入した名称)を正確に記入してください。
  (２)  所在地：特定施設入居者生活介護事業所の所在地の郵便番号、所在地(市町村名から。「埼玉県」は不要です。)を記入してください。
  (３)  電話：特定施設入居者生活介護事業所の電話番号を市外局番を含め正確に記入してください。
  (４)  管理者氏名：特定施設入居者生活介護事業所の管理者の氏名を正確に記入し、ふりがなを付してください。
  (５)  利用定員：利用者の定員を記入してください。
      　なお、特定施設（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅（以下「有料老人ホーム等」という。）)のうちの一部のみが特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている場合は、利用定員の欄に有料老人ホーム等の全体の利用定員を記入した上で、さらに(　)内に、そのうちの特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている定員を記入してください。
      　例：　有料老人ホーム等の全体の利用定員が100名で、特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている定員が50名の場合
　　　　　　　　→　(５)　利用定員：　100名(うち特定50名)
        また、有料老人ホーム等の全体の利用定員と特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている定員が同数(有料老人ホーム等の全体が特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている)場合は、「(５)　利用定員：　100名(うち特定　　名)」のように、全体の定員の欄のみに記入し、(　)を二重線で消してください。
  (６)  開設日：有料老人ホーム等の設置届出書が受理された日付を記入してください。
　　　　　　　　年号はプルダウン選択してください。
　(７)　指定日：介護保険法上の特定施設入居者生活介護事業の指定の日付を記入してください。年号はプルダウン選択してください。なお、上記(６)と同一日付の場合は、「指定日：平成　年　月　日)」と二重線で消してください。
  (８)  併設：有料老人ホーム等及び特定施設入居者生活介護事業以外の医療・福祉関係施設・事業(例：特養、短期入所生活介護、訪問介護等)を併設(同一建物内又は同一敷地内で運営)している場合は、その施設・事業の種類を、次の説明にしたがって、該当する欄に利用定員を記入又は該当する文字を○で囲んでください。
　　　○　介護予防…介護予防特定施設入居者生活介護事業を実施している場合は、文字を○で囲んでください。
      ◯  短期生活…特定施設入居者生活介護の併設として併設型短期入所生活介護を実施している場合は、(　)内に利用定員を記入してください。
　　　◯  通所介護…特定施設入居者生活介護と同一建物内又は同一敷地内で、通所介護を実施している場合は、(　)内に利用定員を記入してください。
　　　◯  通所リハ…特定施設入居者生活介護と同一建物内又は同一敷地内で、通所リハビリテーションを実施している場合は、(　)内に利用定員を記入してください。
　　　◯  ＧＨ…特定施設入居者生活介護と同一建物内又は同一敷地内で、認知症対応型共同生活介護を運営している場合は、(　)内に利用定員を記入してください。
　　　◯  訪介、入浴、訪看、訪リ、管理、短療、貸与、販売、居宅…特定施設入居者生活介護と同一建物内又は同一敷地内で、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、短期入所療養介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、居宅介護支援を運営している場合は、それぞれ該当する文字を○で囲んでください。
　　　◯  病院、特養、老健…特定施設入居者生活介護と同一建物内又は同一敷地内に、病院、特別養護老人ホーム(介護老人福祉施設)又は介護老人保健施設を設置している場合は、それぞれ該当する文字を○で囲んでください。
  (９)  協力(歯科)医療機関：協力医療機関、協力歯科医療機関の名称、所在地、診療科目、病床数、施設からの距離・時間、当該医療機関との契約締結日を記入してください。
      ○  名称…可能な限り正確に記入してください。
 　　 ○　所在地…協力医療機関・協力歯科医療機関の所在地(市区町村のみ。県名等は不要です。)を記入してください。
      ○　診療科目…協力医療機関で診療科目が多数ある場合は、利用者が実際に利用することが多い科目を選んで記入してください。
　　　○　施設からの距離・時間…自動車で通常の経路を通って行った場合の距離、時間を記入してください。
    　　　なお、協力(歯科)医療機関が有料老人ホーム等に併設(同一建物内又は同一敷地内に設置)されているときは「併設」と記入してください。
      ○　契約締結日…協力(歯科)医療機関としての契約を締結した日付を記入してください。なお、契約を更新している場合は、最新(現在効力を有している契約書)の契約の日付を記入してください。年号はプルダウン選択してください。
  (10)　 入居一時金の保全方法：入居一時金の保全方法について、該当する項目の符号を○で囲んでください。
  (11)　 土地・建物の利用権原：有料老人ホーム等の土地・建物の利用権原について、該当する項目をプルダウン選択して、「その他」に該当する場合は具体的に記入してください。
      ○  自己所有：有料老人ホーム等の設置・運営主体が所有している場合。
　　　　　例えば、有料老人ホーム等の設置・運営主体が株式会社で、当該株式会社が所有している場合が該当します。
　　　　　例えば、有料老人ホーム等の設置・運営主体が株式会社で、当該株式会社の代表取締役等の役員個人が所有し、それを株式会社が賃借して使用している場合は、次の「賃借」に該当しますので、誤りのないように注意してください。
      ○  賃借：有料老人ホーム等の設置・運営主体が、他者から賃借している場合。
　　　　　例えば、設置・運営主体が株式会社で、所有者が全くの第三者であるときはもちろん、当該会社の役員等から賃借している場合もこちらに該当します。  
      ○  その他：自己所有、賃借以外のすべての場合。
　　　　　例えば、定期借地権等、具体的に記入してください。
２  職　員
  (１)　配置…有料老人ホーム等及び特定施設入居者生活介護事業に従事している職員について、職種ごとにそれぞれ何名配置されているか、次の説明に従って記入してください。なお、非常勤職員については常勤換算方法で計上してください。
  　〔表頭〕
      ○　全体：有料老人ホーム等の業務に従事している全職員数として、特定施設入居者生活介護事業に従事している職員も含め、表の職種ごとに記入してください。
                この中には、特定施設入居者生活介護事業の業務に専従する職員、有料老人ホーム等の業務と特定施設入居者生活介護事業の業務を兼務する職員を含めてください。
      ○　特定：特定施設入居者生活介護事業に従事している職員について、表の職種　　　　　　　ごとに記入してください。
                なお、有料老人ホーム等の業務と兼務している職員については、その勤務割合に応じて常勤換算方法で計上してください。
      　        また、有料老人ホーム等の全体が特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている場合は、「全体」の欄のみに記入し、「特定」の欄には斜線を引いてください。
      　　　　　ここの「職員」とは、有料老人ホーム等及び特定施設入居者生活介護事業の開設・運営主体法人と直接雇用契約等を締結している者のみをいい、業務委託をしている場合の委託先事業者の職員については、有料老人ホーム等及び特定施設入居者生活介護事業所内で勤務していても除外してください。
  　〔職種別〕　記載したそれぞれの職種ごとに、人数を計上してください。
      　○　看護職員：看護職員の欄に看護職員全員の人数を記載した上で、さらに、　　　　　看護師、准看護師の欄に、内訳人数を記載してください。
      　○　介護職員：介護職員の欄に介護職員全員の人数を記載した上で、さらに、介護福祉士の欄に、資格を有する人数を記入してください。
      　○　機能訓練指導員：機能訓練指導員の欄に機能訓練指導員全員の人数を記載した上で、さらに、当該職員が(理学療法士)、(作業療法士)、(言語聴覚士)、(看護師)、(准看護師)、(柔道整復師)、(あん摩マッサージ指圧師)のいずれの資格を有するか、該当欄に内訳を記載してください。
　　※　「２  職員」の「（１）配置」の常勤換算方法、「３　利用者」 の「(１)　令和７年度利用者延数」の「１日平均」の記入(算出)に当たっては、平成11年９月17日付け老企第25号厚生省老人保健福祉局企画課長通知「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」の「第二　総論」の「２　用語の定義」を御参照ください。
  (１)－２　管理者の状況
　　　ア　管理者としての勤務年数：当該施設の管理者として就任後、令和８年４月１日
　　　　現在までの勤続年数を記入してください。
　　　イ　年収：令和８年４月１日現在の管理者について、本俸及び各種手当の年間総支　　

　　　　給額を推計して記入してください。
  (１)－３　管理者を除く職員の状況
　　　ア　常勤職員平均年収：令和６年（令和６年１月１日から令和６年１２月３１日
　　　　まで）及び令和７年（令和７年１月１日から令和７年１２月３１日まで）にお
　　　　ける常勤職員（各年において１年間勤務した職員のみ。非常勤を除く。）全員の
　　　　本俸及び各種手当の年間総支給額を常勤職員数で除した金額（単位：千円）を記
　　　　入してください。
          また、常勤介護職員のみについて、同じく算出して再掲してください。
　　　　　運営期間が１年に満たない場合の平均年収は、１２か月分支払ったものとして、
　　　　想定される金額を記入ください。

　　  イ　常勤職員平均年齢：常勤職員全員の平均年齢(各年12月31日現在)を記入して
　　　　ください。
          また、常勤介護職員のみについて、同じく算出して再掲してください。
　　  ウ　常勤職員平均勤続年数：常勤職員全員の平均勤続年数(各年12月31日現在)を
　　　　記入してください。
　　　　　また、常勤介護職員のみについて、同じく算出して再掲してください。
  　  エ　常勤介護職員の採用・退職状況（本項のみ年度(４月１日～翌３月３１日）で記載）　  

        　令和６年度及び令和７年度の常勤介護職員の採用・退職状況について人数
　　　　を記載してください。退職のうち定年退職は（　）で再掲してください。
　　　オ　勤続３年以上の常勤介護職員数：勤続3年以上の常勤介護職員数(各年12月31日現在)を記入してください。
　　　カ　非常勤介護職員平均年収：令和６年（令和６年１月１日から令和６年１２月３１日まで）及び令和７年（令和７年１月１日から令和７年１２月３１日まで）における非常勤介護職員全員の本給、各種手当及び一時金の年間総支給額を、非常勤介護職員数で除した金額（単位：千円）を記入してください。
　　　　　運営期間が１年に満たない場合の平均年収は、１２か月分支払ったものとして、
　　　　想定される金額を記入ください。
　　　キ　非常勤介護職員平均年齢：非常勤介護職員全員の平均年齢(各年12月31日現在)を記入してください。
　　　ク　非常勤介護職員平均勤続年数：非常勤介護職員全員の平均勤続年数(各年12月31日現在)を記入してください。
  (２)  夜間時間帯の職員配置：夜勤時にどのような職種の職員が何名配置されている　か、「看護職員」、「介護職員」、「その他」の区分ごとに、「全体」と「特定施設入居者生活介護事業」に分けて記入してください。
        有料老人ホーム等の全体が特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている場合は、全体の欄のみに記入し、(　)を二重線で消してください。
  (３)  定期健康診断：「一般職員」(夜間勤務を行わない職員)と「夜間勤務を行う職員」(看護・介護職員等)とに区分して、職員の定期健康診断の年間実施回数を記入したうえで、令和７年度はいつ実施したかを(　)内に記入してください。
  (４)  勤務時間
　　　ア　所定勤務時間：職員の所定勤務時間が週何時間であるかを記入してください。
        　なお、特定の職種について異なった勤務時間が設定されている等の場合は、「ただし、」以下に簡潔に記入してください。
      イ  勤務時間の把握・記録方法：職員の勤務時間の把握・記録方法について、(ア)～(ウ)のいずれか該当するものを○で囲んでください。
　　　　　(ア)～(ウ)のいずれにも該当しないときは、(エ)を○で囲み、具体的にどのような方法で把握・記録しているか(　)内に記入してください。
      ウ  職員の勤務時間
      　(ア)  一般の職員：次の(イ)の「交代勤務を行う職員」以外の職員の基本的な勤務時間について、始業時間、終業時間、休憩時間、実働時間を記入してください。
        (イ)  交代勤務を行う職員：看護・介護職員等、交代勤務を行う職員について、その勤務時間帯（早番、日勤、遅番、夜勤等）ごとの始業時間、終業時間、休憩時間、実働時間を記入してください。
  (５)  キャリアパス制度導入の状況：キャリアパス（能力や資格に応じた職位・賃金体系）制度の導入について、有・無のいずれかをプルダウン選択してください。また、有の場合はその概要を記入してください。
３  利用者
  (１)  令和７年度利用者延数：令和７年度(令和７年４月１日～令和８年３月３１日)の利用者延数を、「全体」(有料老人ホーム等の全体)と「特定」(特定施設入居者生活介護事業の部分)に区分して、月別に記入するとともに、年間計を記入してください。
        　例1： ４月の１か月間、新規の入・退居が全くなく、月の初めから月末まで100名入居していた場合の利用者延数は、100名×30日＝3,000名となります。
          例2： 全体で100名のうち、98名は月の初めから月末まで入居しており、１名は４月11日に入居して引き続き月末まで入居し（20日間）、もう１名は３月から入居していて４月15日に退居した場合（15日間）、４月の利用者延数は
              (98名×30日)＋(1名×20日)＋(1名×15日)＝2,975名 　となります。
　　　　なお、年間計については、各月の利用者延数を単純に合計して算出してください。
　　　・次に、１日平均利用者数を計算し、記入してください。
        １日平均については、年間計を年度１年間の日数(365～366日、又は年度途中に　
　　　　指定を受けた施設については、指定後の日数）で除して算出してください。
        これらの値の算出に当たっては、小数点第２位以下を切り上げて第１位まで表示

　　　してください。
          例：  97.235→97.3
        有料老人ホーム等の全体が特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている場合は、全体の欄のみに記入し、「特定」の欄を二重線で消してください。
  (２)  介護度別利用者数：令和８年４月1日現在の利用者数について、総数及び介護度等別(自立、要支援１～２、要介護１～５)に区分して記入してください。
        なお、何らかの事情で区分できない場合は「その他」の欄に記入してください。
        有料老人ホーム等の全体が特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている場合は、全体の欄のみに記入し、「特定」の欄を二重線又は斜線等で消してください。
４  施設・設備
　　施設内の各部屋の箇所数、広さ等を「施設全体」と「特定施設入居者生活介護事業」の部分に区分して記入してください。施設全体が特定施設の場合は、左側「施設全体」欄のみを記入してください。
  　なお、食堂や浴室等を共用している場合(区分できない場合)は「全体」の欄に記入し、「特定施設入居者生活介護事業」の欄には斜線を引いてください。
　　また、面積を記入するに当たって、施設（例えば食堂など）が複数か所に分散して設置されている場合は、それぞれの面積を合算した面積を記入してください。
    以下には、特に注意していただく必要のあると思われるもののみについて説明します。
  (１)  居室・介護室：居室・介護室の居室数及び定員について、各部屋の種別(一般居室・介護居室・一時介護室)ごとに、各部屋の定員（個室～４人室）別に、その室数を記入するとともに、「居室数」の欄に総居室数を、「定員」の欄に総定員数を、それぞれ記入してください。
　　　例：　居室が次のような場合、下記のように記入してください。
	 　一般居室
	なし

	 　介護居室
	２人室･･･５室、個室･･･４０室

	 一時介護室
	個室･･･１室


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
	
	 定　員
	 居室数
	 ４人室
	 ３人室
	 ２人室
	  個  室

	  一 般 居 室
	   
	   
	   
	   
	   
	   

	  介 護 居 室
	  ５０
	  ４５
	   
	   
	   ５
	   ４０

	  一時介護室
	   １
	   １
	
	
	
	    １


　(３)　浴室：浴室に一般浴槽、機械浴槽が何台設置されているか、一般浴槽については、〔大〕(同時に複数の利用者が使用できる浴槽)、〔個〕(個人浴槽)別にそれぞれ何台設置されているかを記入してください。
        また、機械浴槽については、〔臥〕(臥位式)、〔座〕(座位式)別にそれぞれ何台設置されているかを記入してください。
  (４)  便所：便器の数や車いす対応等にかかわらず、社会通念上の判断で、施設内に何か所設置されているか、記入してください。
  (15)  廊下幅：廊下幅を、片廊下(片)、中廊下(中)に区分して記入してください。
５  運営
  (１)  食事
　　　ア　直営・委託：調理業務を、法人(施設)直営で実施しているか、外部の専門業者に委託しているか、いずれかをプルダウン選択してください。
        　なお、「委託」の場合は、さらに委託先の名称、本社所在地(市区町村名のみ。県名は不要です。)、本社電話番号を(  )内に記入してください。
      イ  食事時間：利用者への食事提供時間を記入してください。
　　　　　例：　朝：8:00　　昼：12:00　　夕：18:00
      ウ  保存食の保存期間：検食(原材料及び調理済み食品)の保存期間を時間と日数で記入してください。
          例：　336時間　(14日)
      エ  従事者の検便：調理業務従事者の検便の年間実施回数を記入してください。
          なお、説明を要する場合は、適宜(　)内に記入してください。
          例：  年18回(毎月１回。ただし５～10月は月２回実施。)
      オ  調理食数：当該調理施設で調理している１日の平均的な調理食数について、朝・昼・夕の各食数を記入するとともに、１日の総食数を記入してください。
　　　　  なお、有料老人ホーム等の利用者の食事はもちろんのこと、職員の分も調理していたり、併設施設・事業、配食サービスなどを実施していて、これらの分も調理していれば全て含めてください。
          例：  朝食・夕食は利用者50名の分のみ、昼食は、それに職員10名分が加わる場合は、「調理食数：１日の食数：約160食(朝：約50食、昼：約60食、昼：約50食)」と記入してください。
  (２)  入浴
　　　ア　浴室・浴槽
        (ア)　浴室・浴槽が、特定施設入居者生活介護事業のみの専用か、あるいは他の併設施設・事業(短期入所生活介護事業、通所介護事業等)と共用しているか、いずれか該当する方を○で囲んでください。
        (イ)  使用している浴槽の形態を○で囲んでください。

        (ウ)  レジオネラ属菌の検査の年間実施回数を記入してください。また、循環式濾過装置付き浴槽を使用しているか否か、該当する方を○で囲んでください。
　　　イ　入浴介助
        (ア)　利用者１名につき、通常週何回入浴しているか記入してください。
        (イ)  通常の入浴介助を行っている時間帯を記入してください。
　　　　　　例えば、午前と午後で入浴介助を行っている場合は、
　　　　　　　「9:30～11:30及び13:30～17:00」 のように記入してください。
        (ウ)  入浴介助に当たっては、利用者を何組かに分けて対応していると思われますが、どのように何組に分けて入浴介助を行っているか、簡潔に記入してください。
　　　　　　  例：　月・木は介助浴（午前が男性、午後が女性）
　　　　　　　　　　火・金は機械浴（午前が男性、午後が女性）　　　　
  (３)  排泄介助
      ア　オムツの定期交換回数：１日の定時オムツ交換の回数を記入してください。
        　なお、特に定期交換の時間を設定せずに、利用者ごとに随時個別対応している場合には、「随時個別対応」に○をつけてください。
      イ  定期交換の時間：定期的なオムツ交換を実施している場合、その具体的な時間を記入してください。
  (４)  運営懇談会の開催状況：利用者やその家族等を対象に、ホーム運営の説明をしたり意見を聞くことなどを目的とした運営懇談会を年間何回開催しているか記入してください。また(　)内に、直近ではいつ開催したかを記入してください。
  (５)  非常災害対策
　    ア　消防計画届出：消防計画を作成して消防署へ届け出た年月を記入してくだ
　　　　さい。年号はプルダウン選択してください。
　　　　　なお、変更届を行っている場合は、直近の変更届出年月を記入してください。
      イ  防火管理者の氏名：防火管理者の氏名を記入してください。
　　　ウ　訓練実施状況：災害の発生を想定した通報・消火・避難等の訓練の直近の実施月について、昼間想定と夜間想定を区別して記入してください。
　　　エ　防災設備の点検：防災設備点検を年間何回実施しているか記入してください。
　　　オ　非常災害用備蓄：地震等非常時用の食料・飲料水等の備蓄状況を記入してください。有の場合、何日分かを（　）内に記入してください。
　　　カ　非常災害計画：計画の策定状況を記入してください。
　　　キ　業務継続計画：計画の策定状況（見込みを含む）を記入してください。
  (６)  衛生管理
        次に掲げた衛生管理措置を年間何回講じているかを記入してください。
　　　ア　貯水槽の定期清掃
　　　イ　飲料水の水質検査
　　　ウ　防鼠・防虫措置
６  現金等の預かり状況
  (１)　現金
　　　　利用者から現金を預かっている場合には有をプルダウン選択して、その件数を(　)内に記入してください。現金を預かっていない場合には、無をプルダウン選択してください。
  (２)　預金通帳・銀行印
　　　　利用者から預金通帳・銀行印を預かっている場合には有をプルダウン選択して、その件数を(　)内に記入してください。　　　　
  (３)　キャッシュカード
　　　　利用者からキャッシュカードを預かっている場合には有をプルダウン選択して、その件数を(　)内に記入してください。
７  苦情処理
（１）特定施設入居者生活介護に係る利用者及びその家族等からの苦情に対応するための相談窓口を設置している場合は「有」を、設置していない場合は「無」をプルダウン選択してください。
（２）令和７年度の苦情処理件数を記入してください。
８　事故・ヒヤリハット報告
（１）令和７年度の事故報告件数を記入してください。
　　　うち、骨折等で県に報告した件数を（　）内に再掲してください。
（２）令和７年度のヒヤリハット報告件数を記入してください。
　　　事故とヒヤリハットを区別していない場合は、事故報告件数に記入しください。
９  利用料
   　それぞれの費目の金額を記入してください。その他の費目についても徴収している場合は、空欄を利用するなどして記入してください。記入に当たっては、最近の実際の請求書の控え等を点検したうえで、正確に記入してください。
　　　その際、必要に応じ徴収単位(円/日、円/月、円/枚)を明確にして記入してください。
10　法人(運営主体)の概況
　　当該特定施設入居者生活介護事業を開設運営している法人につき記入してください。
　(１)  種別・名称：法人の正確な名称を、その法人の種別名を含め、「○○株式会社」　
　　　のように記入してください。
  (２)  住所：法人の本社所在地の住所(郵便番号を含む。市町村名から。都道府県名は
　　　不要です。)を記入してください。
　　　　施設の所在地と法人の本社所在地の住所が異なっている場合は、特に誤りのない　
　　　ように注意してください。
  (３)  代表者の職名・氏名：法人の代表者の職名と氏名を記入し、氏名にはふりがなを付してください。
  (４)  法人の運営する他の施設・事業：法人が開設・運営している施設で、当該特定施設(有料老人ホーム等)及び「１　事業所の概要」の「(８)　併設」に掲げたもの以外について記入してください。
　　　　なお、この欄に記入しきれない場合は、記入できる範囲で主要なものを選定して記入してください。
  (５)  関連法人(名称・本部(本社)所在地・事業概要)：開設・運営主体法人と親子会社等の関係にある会社、あるいは役員や代表者が代表者等に就任している法人がある場合は、その法人について、名称、本社(本部)の所在地、当該法人の主な事業の内容等を記入してください。
欄外（記載内容の照会をさせていただくことがありますので、必ず記入してください。）
  記入者 職名・氏名：記入していただいた方の職名及び氏名を記入し、氏名には「ふりがな」を付してください。
　e-mail（代表）：施設の代表メールアドレスを記入してください。                  
　　　
	 　記入に当たって不明な点は、下記にお問い合わせください。
福祉監査課 介護保険施設担当　　電話：048-830-3239
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